
　各区長、自治会長　　殿

１．提出書類

コミュニティ助成事業希望調書（様式データは、担当まで連絡下さい）

２．募集要件

コミュニティ助成事業(別紙内容のとおり）

３．その他

提出及び問い合わせ先

南城市役所　まちづくり推進課

コミュニティ助成担当　古謝

TEL 917-5394 FAX 917-5424

⑥一般コミュニティ助成事業において、助成決定を受けた自治会については各自治会が
一巡するまで原則として、その事業については助成希望は出せません。

記

①青少年健全育成助成事業については、南城市より各１自治会(区)を選定し、申請しま
す。複数希望がある場合は抽選とします。(対象自治会(区)へ別途通知いたします。)

②一般コミュニティ助成事業については各地域（佐敷・知念・玉城・大里）より1自治
会（区）ずつ選定し助成額の2,500,000円を4自治会（区）で等分した625,000円となり
ます。なお、同じ地域より複数希望がある場合は抽選とします。(抽選日は６月の区長
会に合わせて実施し、対象自治会(区)へは別途通知いたします。)

③地域防災組織育成事業については、自主防災組織が対象です。（令和９年度申請団体
は決定済）

　つきましては、下記のとおり募集を行いますので、希望する区・自治会は希望調書（様式１）

を令和８年６月１日（月)午後５時までに提出してください。

④申請する事業の金額は、各助成事業の最低助成金額を超えるようにしてください。

⑤自治総合センターへ申請をして助成決定を受けた内容については、軽微な変更以外は
原則認められておりませんので、充分に検討をして、希望調書を提出してください。

南 城 市 長 大 城 憲 幸

　日頃より市政に対しご協力いただき感謝申し上げます。

　さて、令和９年度コミュニティ助成事業（宝くじ助成事業）の募集が今後行われる予定です。

　各事業内容については別紙２をご参照下さい。

事　　 務　 　連　 絡

令 和 8 年 5 月 7 日

（ 公 印 省 略 ）

令和９年度 コミュニティ助成事業募集について（通知）
（ 宝 く じ 助 成 事 業 ）



別紙１

令和９年度

コミュニティ助成事業の申請・実施スケジュール

令和８年度

各自治会へ募集通知

募集締め切り（市）

申請自治会の選定

対象自治会（区）が市へ申請書を提出

10月中旬 県へ申請書を提出

県より（一財）自治総合センターへ提出

11月～ (一財)自治総合センターで全国から提出された

申請書を審査・選定

3月下旬 県より市町村へ助成内定の可否について通知

令和９年度

６月下旬 事業開始（一般コミュニティ助成事業は市が実施）

事業終了後、実績報告

※県よりまだ募集の通知がないため、時期等の詳細については未定です。

※県の通知内容によっては締切を早める場合がありますので、ご了承ください。

6月1日

5月7日

6月5日

８月中旬

（申請書の内容確認・審査・とりまとめ）
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別紙２

No
助 成 事
業 名

助 成 対 象 助 成 金 額 備 考

①
一般コミュニ
ティ助成事業

　住民が自主的に行うコミュニ
ティ活動の促進を図り、地域の
連帯感に基づく自治意識を盛り
上げることを目指すもので、コ
ミュニティ活動に直接必要な施
設又は設備の整備に関する事業
とする。
　原則として別表第１(参考例)
に示すような施設又は設備の整
備に関する事業とする。

１００万円～２５０万円
（1自治会最大62.5万円）

　各地区（佐敷・知
念・玉城・大里）よ
り１自治会（区）ず
つ選定する。同じ地
域より複数希望があ
る場合は抽選としま
す。

②
青少年健全育成
助成事業

　青少年の健全育成に資するた
め、主として小・中学生が参加
する次のソフト事業を対象と
し、採択にあたっては、親子参
加型を優先するものとする。
①スポーツ･レクリエーション活
動に関する事業
②文化･学習活動に関する事業
③その他コミュニティ活動のイ
ベント等に関する事業
　助成対象となる参考事業例
は、別表第２(参考例)のとおり
です。

３０万円～１００万円

　コミュニティ組織
の運営費補助となる
ことのないように留
意すること。

　各１自治会(区)を
選定し申請する。な
お、各事業に複数希
望がある場合は抽選
とする。

③
地域防災組織育
成事業

　実施主体は市が認める自主防
災組織又は消防団を有する市、
広域連合及び一部事務組合が実
施する防災活動。
①一定地域の住民が該当地域を
災害から守るために自主的に結
成した組織又は連合体が行う災
害の被害防止活動及び軽減活動
に直接資するものの整備に関す
る事業
②婦人消防クラブ及び少年消防
クラブ・幼年クラブ等、将来の
地域防災を担う人材の育成に資
するために必要とする防災関係
資機材整備経費

３０万円～２００万円

　自主防災組織が対
象

　各１自治会(区)を
選定し申請する。な
お、各事業に複数希
望がある場合は抽選
とする。

コミュニティ助成事業の内容

　当該施設又は設備若しくはイベント等ソフト事業のポスター・チラシ等に別に定める表示（宝くじの
普及広報事業「表示に関する基本デザインマニュアル」参照）を行うものとする。表示にかかる経費は
助成対象となります。

　なお、青少年健全育成助成事業及び地域防災組織育成事業については、１件あたりの助成金額は１０
万円単位になります。よって、助成最大金額を超える金額及び１０万円未満の端数については、自治会
の負担となります。
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（別表第１）

※例示した施設又は設備であっても、その設置場所等により、助成対象外となる場合があるので、留意すること。

No 区　　　　　　分 施　設　又　は　設　備

① 生活環境の清潔、静かさ、美観の維持等 芝刈機、除雪機等

② 健康の管理・増進 トレーニング用具、健康管理器具等

③ 交通安全、防犯その他の生活安全の確保の推進 自転車駐輪場等

④
お祭り、運動会、ピクニック、その他コミュニ
ティ行事

太鼓、御輿、山車、法被、テント、組立式ステージ、各種用
具等

⑤ 文化・学習活動 視聴覚機器、調理用機器、天体望遠鏡、イス・テーブル等

⑥ 体育・レクリエーション活動
各種スポーツコート・照明施設、スポーツ用具、遊具、サイ
クリング車、簡易倉庫・収納庫(基礎工事の伴わないもの)

⑦ 福祉活動 点訳機、朗読用編集機材等

⑧ その他
コミュニティ掲示板、屋外放送設備等(掲示板の設置場所の
確保や電柱の共架申請については、自治会で実施すること)

＜対象外になるもの＞

1.消耗品の他、１～２年で使用できなくなるような施設・備品

2.乗用芝刈り機等、大がかりな機械類

3.観光用、商業振興用、社会体育(公民館事業等)が主目的と考えられるもの

4.他団体の同種の施設・設備等の平均的な価格と比較して、著しく高額なもの

5.刀剣類

6.施設・設備（備品）の修理・修繕

7.中古品

8.モニュメント、石碑類

9.自動車、原動機付自転車等

10.一事業として合理的な説明ができないほど事業趣旨がかけ離れた施設・設備（備品）をまとめたもの

11．電柱に備品を設置する際の申請及び申請費用。※区・自治会での対応となります。

（別表第２）

事　業　の　内　容　等

〇野外活動の実施等（親子で参加するオリエンテーリング・
体験農業等・炭焼きキャンプ・マラソン大会・ふれあい自然
体験・ハイキング・スターウォッチング等）
〇各種スポーツ・レクリエーション大会の開催
〇各種スポーツ教室
〇各種スポーツ指導員の派遣及び巡回
〇講演会・研修会の開催
〇コミュニティリーダーの養成・研修

一般コミュニティ助成事業 参考例

青少年健全育成助成事業　参考例

イベント等ソフト事業

区　　　　　分
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（様式１）

南城市長　大城　憲幸　殿

　　　　　　　　　印

下記のとおり標記に関する事業を行いたいので、助成金の申請を希望します。

１．自治会(区)の名称

２．事業所所在地（電話番号）

３．助成事業名

４．助成事業を必要とする理由

５．助成申請する事業の内容

NO 名 称 数 量 金 額 （ 税 込 ） 備 考

※事業内容は、希望時の事業のおおよその内容を把握するものであり、縛るものではありません。

※金額については、店頭価格やカタログ情報を参考に記載して下さい。申請団体に選定された場合には

見積書及びカタログを提出していただきます。

令和８年　　月　　日

コミュニティ助成事業希望調書

記
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（様式１）

南城市長　大城　憲幸　殿

〇〇自治会長　〇〇〇〇　印

下記のとおり標記に関する事業を行いたいので、助成金の申請を希望します。

１．自治会(区)の名称

〇〇区自治会

２．事業所所在地（電話番号）

901-0000　南城市〇〇字〇〇●●番地

電話番号　098-●●●-●●●●

３．助成事業名

一般コミュニティ助成事業

４．助成事業を必要とする理由

５．助成申請する事業の内容

NO 名 称 数 量 金 額 備 考

1 刈払機 4 ¥80,000

2 チェーンソー 2 ¥50,000

3 ノートパソコン 1 ¥150,000

4 エアコン 2 ¥450,000 天井吊下げ式

合計 ¥730,000

※事業内容は、希望時の事業のおおよその内容を把握するものであり、縛るものではありません。

※金額については、店頭価格やカタログ情報を参考に記載して下さい。申請団体に選定された場合には

見積書及びカタログを提出していただきます。

令和８年６月１日

コミュニティ助成事業希望調書

記

記載例

○申請地区の選定のポイントとなりますので、ぜひとも必要という理由を具体的に記入してください。

（現在どのような状況で、これを整備もしくは購入しないといけないことをわかりやすく明確に書いてくだ

さい。）

区、自治会の名称を記入して下

公民館等の郵便番号及び住所、電話番号

を記入して下さい。

一般コミュニティ助成事業、青少年健全育成

助成事業のいずれかを記入してください。

●●自

治会長の

印

〇金額欄は消費税込み額で記入して下さい。

〇記載欄が不足する場合は、様式をコピーするか別紙にて記載してください。
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別紙３

実施地区 助成金額 事業内容
久手堅区 2,500 集会所備品等及び放送機器の整備
島袋区 2,500 集会所備品等及び放送機器の整備
久高区 2,500 集会所備品等整備
愛地区・垣花区 2,400 集会所備品等及び放送機器の整備
仲程区 2,500 放送機器等整備
佐敷自治会 2,500 集会所備品等整備
知念区 2,500 集会所備品等整備
堀川区 2,500 倉庫及び草刈用具の整備
大城区 2,500 水銀灯及び音響送機器等の整備
小谷自治会 2,500 集会所備品等整備
知名区 2,500 集会所備品等整備
百名区 2,500 放送機器等の整備
嶺井団地自治会 2,500 物置及び集会所備品等
つきしろ区自治会 2,500 集会所備品等整備
県営知念団地自治会 2,500 放送機器等の整備整備
船越区 2,500 集会所備品等整備
大里第２団地自治会 2,500 集会所備品等整備
當山区 625 物置及びテントの整備
海野区自治会 625 集会所空調設備の整備
手登根区 625 放送機器等の整備
大里団地自治会 625 集会所備品及び草刈用具等の整備
兼久自治会 625 集会所備品等整備
安座真区 625 音響設備等
当間区 625 集会所備品等整備
奥武区 625 ハーリー船

※H25は南城市が不採択の為、H26へ再度申請
伊原区 625 集会所備品等整備
山里区 625 区行事活動備品庫
富里区 625 音響設備等
目取真区 625 美化活動備品整備

※H27は南城市が不採択の為、H28へ再度申請
新開区 625 芝刈り機・音響機材
久原区 625 簡易倉庫・パソコン・テーブル
中山区 625 エアコン
平川区 625 テーブル・パソコン・エアコン
新開第二団地自治会 625 音響機材
志喜屋区 625 サバニ
津波古区 625 プロジェクター・パソコン等
大里ニュータウン自治会 625 音響機材、放送機器
親慶原区 625 芝刈り機、イス、テーブル
仲村渠区 625 エアコン、プリンタ
嶺井区 625 やぐら
稲福区 625 エアコン
新原 625 コピー機、ノートPC
玉城 625 テーブル、イス、イス台車
冨祖崎 625 スナッグゴルフセット、ノートPC、草刈機
稲嶺 625 放送機器

※R2は南城市が不採択の為、R3へ再度申請
具志堅 612 液晶テレビ、メモリー、プリンター、PC、ブロアー
屋比久 562 旗頭、締太鼓、冷房機、電動トリマー
新開団地 613 ワイヤレスアンプ、マイク、スピーカー、製氷機、
大里グリーンタウン 613 カラオケ一式、芝刈機、パソコン、テント
屋嘉部 625 ノートPC、プリンター、卓球台
平良 625 天井吊型パッケージエアコン
新里 625 芝刈り機、テント、刈払機
吉富 625 カーテン、エアーランチャー、チェーンソー
高宮城 625 パッケージエアコン
仲伊保 625 カーテン、芝刈機
糸数 625 天井吊型パッケージエアコン
外間 625 折りたたみ椅子、会議用テーブル、冷蔵庫、その他
前川 625 ロボット掃除機、保管庫、回転式黒板、PC、その他
南風原 625 冷蔵庫、洗濯機、PC、自走芝刈機、刈払機、その他
銭又 625 刈払機、冷蔵庫、テレビ、PC、大太鼓、その他
西原 625 自走芝刈機、刈払機、チェーンソー、投光器、その他
古堅 625 自走芝刈機、刈払機、チェーンソー、アンプ、マイク
真境名 625 刈払機、チェーンソー、三点脚立、テント
福原 625 ノートPC、プリンタ、アンプ、マイク、掃除機
喜良原 625 折りたたみ椅子、折りたたみテーブル

令和６年

令和７年

令和４年

令和２年

令和５年

平成２７年

平成２２年

平成２３年

平成２４年

令和３年

平成２６年

平成２８年

平成２５年

平成２９年

平成３０年

令和元年

平成２１年

一般コミュニティ助成事業実施状況一覧
一般コミュニティ助成事業

平成１８年

平成１９年

平成２０年

実施年度
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